
 

 

               

- 1 - 

平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度村政村政村政村政にににに関関関関するするするする村長説明要旨村長説明要旨村長説明要旨村長説明要旨    

 

第第第第1111    村政運営村政運営村政運営村政運営のののの基本方針基本方針基本方針基本方針    

 

１１１１．．．．村政運営村政運営村政運営村政運営のののの基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ    

 平成２３年は，まさしく波乱万丈の１年でありました。 

地震，津波，原発事故，そしてギリシャに端を発した欧州の政府債権危機，さらに

はＴＰＰ問題等がありました。また，日本の政治も混迷が続き，国家財政は行き詰ま

り，これからの日本がどうなっていくのだろうという心配になる年でもありました。 

平成２４年度は，ますます問題は複雑化し，困難な時代状況下になると思われます。

世界的には，欧州の政府債権危機からユーロ圏の分裂の危機，そして世界経済への影

響が懸念されるところです。国内では，東日本大震災からの復旧復興，社会保障と税

の一体改革に伴う政策や制度変更などが次々と実施されることが予想されるところで

す。 

さて，私は，昨年度の村政運営の方針説明で，「平成２３年度は，本村にとって特別

な年度，画期をなす年」，「東海村第５次総合計画の成否は初年度の今年に懸かってい

る」と申しました。しかしながら，昨年の３月１１日に発生した東日本大震災に出鼻

を挫かれ，その後は，復旧復興を優先したため，この計画を十分に活かしきれません

でした。そういう意味では，今年度が第５次総合計画の本格スタート，この計画に基

づく政策を展開していくことになります。 

本計画では，基本理念を「村民の叡智が生きるまちづくり」と掲げ，そしてそれは，

「今と未来を生きる全ての命あるもののために」と謳い上げております。この基本理

念が目指すべき方向性として，「叡智の伝承・創造」，「一人ひとりが尊重と多様な選択

が可能な社会」，「自然といのちの調和と循環」としており，これらは大震災前に成案

として確定していたもので，既にその後のまちづくりの道筋を示しておりました。 

今後は，これまでの原発誘致のような１次方程式のまちづくりではなく，２次・３

次方程式を解けるまちづくり，直ちに経済的な効果は期待できないが，永続性のある

社会の創造を考えていきたいと思います。村民の皆さんと力を合わせ，あらゆる命と

その命を育むふるさとを守るために，このことを主眼（キーワード）として，しっか

り取り組んでまいります。 

 

２２２２．．．．新規新規新規新規・・・・重点重点重点重点等等等等のののの主要事業主要事業主要事業主要事業    

 １１１１））））行政運営行政運営行政運営行政運営・・・・住民自治分野住民自治分野住民自治分野住民自治分野    

今回の東日本大震災時においては，避難所での自治会の活動の重要性が再認識

されたところです。そのため，いつ発生するかわからない災害や行政だけでは対

応することが困難な課題の解決に向け，村民と事業者，そして行政の役割を明確

にすることを目的に「（仮称）東海村協働の指針」作成の検討を進めてまいります。 
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    ２２２２））））防犯防犯防犯防犯・・・・防災分野防災分野防災分野防災分野    

今回の福島第一原子力発電所の事故が起こって，まず，東海第二発電所から３

０km 圏内に１００万人以上が住んでいる，このような地域に原子力発電所の立地

が適切なのかを考える必要があります。 

また，日本の国土，そして日本という社会風土の中で原子力発電を保有すると

いうこと，および「脱原発」の思想・理念に市民権を与え，村民，そして国民全

体で真剣に議論していく必要があると思います。 

今後の原子力安全行政を考えるにあたっては，国，県及び事業所の状況を踏ま

えるとともに，村民や関係者との対話の機会を設けるなど，多くの意見を反映す

る必要があります。特に，東海第二発電所の再稼動につきましては，昨年１２月

１９日に出された原子力安全対策懇談会からの答申内容や隣接自治体，県央地域

等との連携による広域的な観点から議論をしてまいります。 

さらに国に対しては，福島原発事故の早期の原因究明や耐震指針の見直しなど，

抜本的な安全対策の徹底した検討を重ねて強く求めてまいります。 

今回の東日本大震災を教訓として，村民・地域・行政が連携した地域防災体制

のあり方について検討を進めるとともに，各コミュニティセンターを住民支援の

拠点（基幹避難所）として位置付け，備蓄倉庫の設置や井戸の掘削，非常用発電

機ほか必要な物資を整備してまいります。さらに，総合福祉センター「絆」を福

祉避難所に指定し，災害時要援護者の支援のため防災機能設備ならびに特別なケ

アを必要とする資機材等の整備を進めてまいります。 

また，地域防災計画につきましては，国および県の防災計画との整合を図りつ

つ，東日本大震災の教訓を活かした適切な見直しを図ってまいります。 

東日本大震災により住宅等が被災した方に対しましては，「東日本大震災一部損

壊住宅修繕助成事業」および「被災住宅復興支援利子補給事業」を実施し，経済

的負担の軽減を図ってまいります。 

 

 ３３３３））））福祉福祉福祉福祉・・・・健康分野健康分野健康分野健康分野    

この分野でのこれまでになかった留意点は，福島原発事故による放射能汚染問

題への適切な対処であります。幼児，子どもを持つ親および妊産婦の心情に寄り

添い，その立場での対応を考え実施してまいります。 

子育てにおきましては，公立保育所・幼稚園の幼保一元化に向け教育委員会と

連携し，「村松保育所」と「宿幼稚園」の施設整備に取り組むとともに，カリキュ

ラムづくりを進めてまいります。 

介護保険制度におきましては，介護報酬の改定，保険料負担割合の変更，高齢

者増による介護給付費の大きな伸びなどから，介護保険料の改正を行うものであ

りますが，大きな負担増とならないよう諸般の施策を講じてまいります。 

本村の国民健康保険事業の財政運営は，極めて厳しい状況に置かれております。

これまでの国保特別会計の運営につきましては，一般会計からの繰入金を充てる
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ことにより事業を維持し，２３年度はその繰入金額が６億円を超える異常な状態

となっております。 

このようなことから，国民健康保険事業を健全かつ安定的に運営するため，２

４年度に国保税額の引き上げ改正を実施することとしておりまして，被保険者の

皆さまのご理解とご協力をお願いするところであります。 

 

 ４４４４））））教育分野教育分野教育分野教育分野    

小学校の少人数学級編制の対象学年を，２４年度からは第２学年まで拡大して

まいります。 

被災した小・中学校，幼稚園施設の教育環境の回復を最優先とした公立教育施

設整備計画（耐震化年次計画）に基づき，安全安心な学校づくりへの取り組みを

進めてまいります。 

照沼小学校は，２５年４月からの開校に向けた準備を進めてまいります。中丸

小学校及び東海中学校につきましては，新校舎の建設工事に向けた設計業務を進

めてまいります。 

幼稚園施設は，石神幼稚園の耐震補強工事，舟石川幼稚園および須和間幼稚園

については，耐震化を含めた改修工事を行ってまいります。 

（仮称）生涯学習センター建設につきましては，東日本大震災の影響により，

ゼロベースでの見直しを行うとともに，中央公民館の建て替えを視野に入れた検

討を行ってまいります。 

 

 ５５５５））））経済経済経済経済・・・・環境分野環境分野環境分野環境分野    

この分野で２４年度特に留意すべき点は，放射能による環境汚染への対処であ

ります。空間線量，水，土壌，農作物，学校給食等での放射性物質測定ならびに

高線量測定地域（ホットスポット）の除染をこれまで同様続けると同時に，新た

な事態に適切に対応できる体制を整えてまいります。 

２３年度に第２次環境基本計画が策定されました。この計画に基づき，村民，

事業者，行政がそれぞれの役割を担い，積極的に環境改善に向けた取り組みを進

めてまいります。 

みどりの減少，農地の宅地化，耕作放棄地や管理されなくなった山林の増加，

外来生物の侵入などが生態系に与えた急激な変化によって従来の生物多様性が失

われつつあります。そのため，２４年度より「生物多様性地域戦略」の策定に着

手し，人間が生活する上で欠かすことのできない生物多様性の保全に取り組んで

まいります。 

循環型農業は，地域の人と人とが緊密につながる人的循環や，地元の方々が地

域で生産された農産物を購入して農業を支援するという経済的循環という概念も

含まれる環境保全型農業であります。２４年度は，この循環型農業に対する理解

を深めるため，生産者と消費者が一堂に会して相互に意見を交換し合う農業交流
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フォーラムを開催します。 

 

    ６６６６））））まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり基盤分野基盤分野基盤分野基盤分野    

水・みどりの保全につきましては，村民の森等の指定を行い，自然環境の維持

に努めるとともに，さらに，保全すべき貴重な地区については，「緑化基金」を活

用して行政による計画的な用地取得を図ってまいります。 

上水道につきましては，東日本大震災により被災し，最長で１３日間の断水を

余儀なくされました。水道施設が住民生活に欠くことのできない重要な都市施設

であることから，２４年度は，老朽化した外宿浄水場の一部耐震補強工事と計装・

監視制御設備，動力設備および薬品注入設備の更新工事を行ってまいります。 

また，現在策定中の「みちづくり基本計画」を基に，子どもや高齢者，障がい

者に安全で優しい通学路や歩道等の整備，また，自転車が安全に通行できるよう

取り組んでまいります。 

 

    ７７７７））））原子力原子力原子力原子力とまちづくりとまちづくりとまちづくりとまちづくり分野分野分野分野    

本村を世界へ貢献する２１世紀型の「原子力センター」にするべく，「原子力セ

ンター構想（仮称）」の策定を進めております。策定にあたりましては，住民意見

の反映はもちろんのこと，隣接自治体や県央地域等との連携による広域的な観点

からも議論を進めてまいります。 

２４年度は，「原子力センター構想（仮称）」を本格的に推進するための体制構

築を図るとともに，「国際化」に向けた必要事項の検討およびこれに基づく取り組

みについては，「国際化推進会議（仮称）」を中心に，必要な方策を検討してまい

ります。 

 

８８８８））））重要総合重要総合重要総合重要総合プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト    

第５次総合計画前期基本計画や実施計画に基づく施策・事業に加え，分野横断

的かつ重要な課題を推進する重要総合プロジェクトとして，「東日本大震災の教訓

を活かしたまちづくり推進プロジェクト」を設定し，「復興支援の強化」，「災害に

強いまちづくり」，「生活スタイルの転換」を総合的に検討・推進していきます。

また，当初は２３年度から取り組むこととしていた「“食と農”のふるさとづくり

プロジェクト」「子ども未来プロジェクト」「原子力センターと国際的まちづくり

推進プロジェクト」にも着手してまいります。 

 

３３３３．．．．予算規模予算規模予算規模予算規模，，，，税収等税収等税収等税収等    

ここ数年１８０億円からの大型予算となっておりましたが，２４年度は１６０億円

台の予算規模となりました。 

これは，震災の影響や固定資産税の評価替えもあり，税収が厳しい状況となってい

ることから，震災による復旧・復興に必要な財源を優先的に確保し，併せて財政運営
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の健全化を維持するため，全体的な予算規模の縮減を図ったことによるものです。 

主な建設事業といたしましては，２３年度から続く照沼小学校建設関連に約１３億

円，震災により建設が前倒しとなりました東海中学校建設関連に約１億円を計上して

おります。 

なお，村税収入の動向でありますが，２４年度においては約１０４億円を見込んで

おります。２５年度も厳しい状況でありますが，２６年度においては常陸那珂火力発

電所２号機の稼動による固定資産税の増により，増額となるものと予想しております。 

一方，国の予算編成資料に目を向けますと，公債残高だけが年々伸びている状況で，

国も地方もより一層危機的状況にあります。このような状況では，本村とて安閑とし

てはいられません。国の動向を注視し，引き続き健全経営に努めてまいります。 

震災により改めて気付かされましたが，これからの行政は，外からのお金に依存し

た行政は難しいと考えております。住民の力，行政力が必要で，行政と村民が協働・

連携し，自らが努力していくまちづくりが求められてくると思います。震災を踏まえ，

まさに転換点の時であります。力を合わせてやっていきたいと思います。よろしくお

願い申し上げます。 
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第第第第２２２２    予予予予            算算算算    

 

 次に，予算についてご説明申し上げます。 

 

 一般会計の予算規模は，１６５億５，８００万円，前年度比較で１５億９，２００

万円の減となっております。 

 

歳入の主な項目を挙げますと， 

村税 １０３億８，８０５万円 （対前年度比較で  ９億３，１４３万円の減） 

国庫支出金 ２３億５，５３４万円 （対前年度比較で      ３０１万円の増） 

県支出金 ７億２，５６５万円 （対前年度比較で    ３，９３９万円の増） 

繰入金    １５億８，４７８万円 （対前年度比較で  ５億４，２６０万円の減） 

村債 １億０，０００万円 （対前年度比較で  ２億３，９２０万円の減） 

歳出の主な項目を挙げますと， 

総務費 ２２億６，３１１万円 （対前年度比較で    ８，８４４万円の増） 

民生費 ４４億３，６０５万円 （対前年度比較で    ９，８９１万円の減） 

衛生費 １９億９，７５１万円 （対前年度比較で  １億１，３９７万円の減） 

土木費 １６億３，８５８万円 （対前年度比較で １０億７，５８１万円の減） 

教育費 ３８億３，９１９万円 （対前年度比較で  ４億５，３１４万円の減） 

災害復旧費 ５，７００万円 （対前年度比較で    ５，７００万円の増） 

公債費 ７億６，６０２万円 （対前年度比較で    ２，７３４万円の増） 

となっております。 

 

主な新規事業を分野ごとに見ますと， 

総務部門 基幹避難所整備事業など３事業（１億３，９１７万円） 

環境部門 とうかい環境村民会議環境活動事業費補助事業など２事業 

（５９０万円） 

農業部門 ファーマーズマーケット出荷推進補助事業など２事業 

（９２６万円） 

となっております。 

 

投資的経費では 

照沼小学校建設工事費 １１億９，９５１万円 

緑地保全用地購入費 ７，０００万円 

東海中学校校舎解体工事費 ４，８４５万円 

照沼学童クラブ建設工事費 ３，９００万円 

単独村道改良舗装工事費 ３，８００万円 

などを計上しております。 
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また，一般会計歳出予算を性質別に区分いたしますと，次のとおりであります。 

義務的経費（人件費，扶助費，公債費） ６０億６，３１３万円 

物件費（需用費，委託料，賃金等） ３１億９，６７０万円 

投資的経費（普通建設事業費等） １９億９，００４万円 

補助費等(負担金，補助金等) ２３億９，３３５万円 

繰出金（特別会計繰出金） １８億４，１１５万円 

その他（投資及び出資金，維持補修費等） １０億７，３６３万円 

 

次に，特別会計及び企業会計の予算規模につきましては， 

国民健康保険事業会計 ２９億６，７６２万円 

後期高齢者医療会計  ２億６，９５４万円 

介護保険事業会計（保険事業勘定） ２２億６，４６８万円 

（介護サービス事業勘定） ４８３万円 

東海駅西土地区画整理事業会計 １億１，２０５万円 

東海駅東土地区画整理事業会計 ５，６８４万円 

東海駅西第二土地区画整理事業会計 ９，３９０万円 

東海中央土地区画整理事業会計 ６億５，１７９万円 

公共下水道事業会計 １４億６，９３２万円 

計 ７８億９，０５７万円 

であり，特別会計全体の対前年度比較は，６，５３１万円の増であります。 

企業会計につきましては， 

水道事業会計 １９億５，１２４万円 

病院事業会計 １６億３，６２９万円 

計 ３５億８，７５３万円 

であり，企業会計全体の対前年度比較は，８億５，７９８万円の増となっております。 

 

 一般会計に特別・企業会計を加えた東海村の総予算規模は２８０億３，６１０万円

となり，一般会計から特別会計，企業会計への繰出金等２３億４，６１７万円を差し

引いた総実質予算規模は，２５６億８，９９３万円となります。 

 

 本村の財政状況ですが，２２年度決算における財政指標を見ますと，経常収支比率

は８４．３％，実質公債費比率は２．５％となっており，各指標とも全国，県平均を

下回り，比較的安定した財政状況で推移しております。今後の財政運営に当たっては，

地方債の借入れをできるだけ抑制しつつ，学校整備等の目的基金への積立てを行い，

適正な予算配分と効率的な事業の推進に努めながら健全財政を保ってまいります。 

     

 

 


